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はじめに
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廃棄物海洋投入処分に関する許可制度と確認制度

海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（以下、単に「法」といいます。）第10条第２項第５号に掲

げる廃棄物の海洋投入処分を行うためには、下図のとおり、環境省（大臣）の許可と海上保安庁（長官）の

確認を受けなければいけません。

また、法第10条第２項第６号の環境大臣の告示に基づく廃棄物の海洋投入処分を行うためには、海上

保安庁（長官）の確認を受けなければなりません。

本紙では、これら『廃棄物排出の確認』（以下、単に「確認」といいます。）の申請方法、審査及び報告など

一連の手続きを説明しています。
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Ⅰ 許可から確認までの流れ

環境省への許可申請から海上保安庁への確認申請までの流れは、下図のとおりです。

書類審査に加え、必要に応じ、排出
設備等の確認及び積込時の現場確
認（廃棄物等）を実施する場合があ
ります。
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Ⅱ 申請手続きについて（1/3）

①船舶から法第10条第２項第５号又は同項第６号の廃棄物を排出しようとする者

②海洋施設から法第10条第２項第５号の廃棄物を排出しようとする者

※具体的には、船舶所有者・船長、海洋施設の管理者・設置者、海洋投入処分業者などです。

１．手続対象者

排出確認申請書は、排出する日の３か月前から受付けます。

２．受付期間

３．窓口

■ 管轄する海上保安（監）部又は海上保安航空基地が窓口です。

■ 対象海域によっては、例外的に管区海上保安本部を窓口とすることがあります。

■ 管轄が不明な場合は、最寄りの海上保安部等にお問合せください。

これらの窓口を

「海上保安部等」

といいます。

排出確認申請の内容 窓 口

船舶からの排出 当該廃棄物の積込地を管轄する海上保安部等

海洋施設からの排出 海洋施設の設置場所を管轄する海上保安部等



-４-

Ⅱ 申請手続きについて（２/3）

次の方法により、提出先の海上保安部等へ排出確認申請書（指定様式）及び添付書類を提出してください。

（指定様式）

○ 船舶からの排出------------------- 法施行規則第１号の５の２様式（第12条の３の８関係）

○ 船舶からの排出（緊急排出用）------ 法施行規則第１号の５の３様式（第12条の３の８関係）

○ 海洋施設からの排出-------------- 法施行規則第１号の９の４様式（第12条の16関係）

（排出確認済証の郵送を希望する方は、切手を貼った返信用封筒も提出してください。）

４．様式及び提出方法

提出先となる海上保安部等あてに送付してください。

・封筒の表に排出確認申請書である旨記載し、封筒の裏に申請者の氏名及び住所を記載してください。

・連絡先（電話番号を含む）を記入した用紙を同封してください。

・郵送後、受理されたかどうかの確認は、申請者が行ってください。

■窓口へ直接提出する方法

■郵送により提出する方法

提出先となる海上保安部等へ、直接提出してください。

■電子メールにより提出する方法（オンライン申請）

提出先となる海上保安部等あてに送付してください。（メールアドレス等は提出先に確認してください。）

(注) 提出後も、排出確認申請書等の内容に不備があるときやそのほか確認が必要な場合などに、

窓口までお越し頂くこともありますので、あらかじめご了承ください



Ⅱ 申請手続きについて（３/3）

■ 包括確認とは、海防法施行規則第12条の３の８第４項及び同規則第12条の16第４項に規定する確認をいいます。

■ 包括確認は、許可の有効期間に許可された廃棄物を許可された排出海域に、同一の積込地（又は海洋施設）から同一の船舶

（複数の船舶を使用する場合を含む）を使用し、反復継続して排出する場合であって、その都度排出確認を実施せずとも適法に

廃棄物の排出が実施されると海上保安部長等が認める場合に可能となります。

５．包括確認申請 （海防法施行規則第12条の３の８第４項及び第12条の16第４項関係）

６．包括期間

-５-

廃棄物の種類 包括期間（上限）

赤泥 最大 １年

赤泥以外の廃棄物 最大 ３か月

■ 包括確認申請をする場合は、表の廃棄物の種類ごとに掲げる包括期間を上限とし、排出確認申請書の「排出しようとする日」の

欄に排出を開始しようとする日から排出を終了しようとする日までを記載します。

例） 水底土砂を３か月間の包括確認で申請する場合

令和4年4月１５日 ～ 令和4年7月14日

７．標準処理期間

■ 排出確認申請書を受理してから排出確認済証の交付までにかかる期間の目安は、１～１０日間（船舶の排出設備の審査に要する

期間を除く。）です。



Ⅲ 申請書の記入要領（１/６）

「許可番号」「許可の年月日」「廃棄物の種類」「排出方法」の欄は、許可証（変更許可証）の内容と一致していることが必要です。

１．船舶からの排出に関する申請 第１号の５の２様式（海防法施行規則第12条の３の８関係）

-６-



Ⅲ 申請書の記入要領（２/６）

「排出しようとする日」「排出量」「排出海域」の欄は、許可証（変更許可証）の内容と一致又は範囲内であることが必要です。

１．船舶からの排出に関する申請（続き）

-７-



Ⅲ 申請書の記入要領（３/６）

１． 「排出しようとする日」の欄への記入方法

包括確認申請をする場合は、排出を開始しようとする日から排出を終了しようとする日までの期間を記入し、その後に当該

期間中に排出しようとする回数（排出予定回数）を括弧書きで記入してください。

１．船舶からの排出に関する申請（続き）

-８-

排出しようとする日 （例）令和4年5月1日 ～ 7月31日（100回）

整理番号 登録番号 船 名 総トン数 航行区域 排出予定回数 排出量

１ 排00-1234 うみまる 499 近海 10回 8，000㎥

２ 排00-2345 うーみん 499 近海 10回 8，000㎥

３ 排00-3456 かいほ丸 499 近海 10回 8，000㎥

４ 排00-4567 ほあん丸 499 近海 8回 6，400㎥

５ 排00-5678 かんきょう丸 499 近海 8回 6，400㎥

計 ５ 隻 合 計 36，800㎥

２．排出確認申請書に書ききれない場合の別紙の例

※「排出しようとする日」、「積込地」及び「積込予定年月日」が共通の場合で、船舶を５隻使用する場合の例

３．天候の理由により排出計画が延期されることが予想される場合の記入方法

■ 単発（排出日が１日で１回のみの排出）での確認申請の場合は、「排出しようとする日」の欄に「天候によっては延期」等と

記入してください。

排出しようとする日 （例）令和4年5月1日 （天候によっては延期）

■ 包括確認申請の場合は、包括期間の範囲内で余裕を持たせた期間を記入してください。



Ⅲ 申請書の記入要領（4/６）

確認申請における排出回数等のパターンを例示します。

（①は単発、②は単発の繰返し、③～⑥は包括確認の対象となっています。）

2．「排出しようとする日」の記入例

-9-

「排出しようとする日」の記入例

令和４年４月２０日

令和４年４月２０日

令和４年５月３日

（1回目）

（２回目）

令和４年４月２０日（３回）

令和４年４月２０日
①３回、②３回、③４回

令和４年４月２０日
～ 4月３０日（5回）

令和４年４月２０日～4月30日
①７回、②７回、③６回

※①～③は船舶ごとの回数



Ⅲ 申請書の記入要領（５/６）

記入要領は船舶からの排出の場合と同様です。

３．海洋施設からの排出に関する申請

-10-

第１号の９の４様式（海防法施行規則第12条の16関係）



Ⅲ 申請書の記入要領（６/６）

４．緊急に処分する必要のある廃棄物の排出に関する申請

-11-

第１号の５の３様式（海防法施行規則第12条の３の８関係）

海防法第10条第２項第６号に規定する「緊急に処分する必要がある

と認めて環境大臣が指定する廃棄物」については、環境省から出され

た告示を元に申請します。



Ⅳ 申請書の添付書類（１/３）

１．船舶から廃棄物を排出する場合

-12-

排出確認申請書に添付する書類は、次のとおりです。

① 排出海域の位置及び範囲並びに積込地から当該排出海域に至る航行経路を示す図面

② 環境大臣の許可を受けたときは、交付を受けた許可証の写し

③ 委託により排出する場合は、委託契約書の写し

④ 廃棄物の処分に関する業の許可証の写し 廃棄物処理業の許可を受けている場合

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条に規定する廃棄物処理業の許可を受けている場合）

海防法施行規則

第12条の３の８第

２項関係

⑤ 船舶の概要を示す図面

⑥ 廃棄物排出のための設備・構造に関する図面
廃棄物排出船以外の船舶の場合

⑦ 排出方法を遵守するための具体的な対策（調査・検査方法等）を明記した書類

※例えば、「１回の投入量を最大○○㎥以下とし、かつ１日の投入量を最大○○○㎥以下とすること」というように

排出量などに制限がかけられている場合、同制限を遵守するための具体的な対策を示す書類を提出してください。

⑧ その他 「３．その他の添付書類」（14ページ）をご覧ください。

海防法施行規則

第12条の３の８第

３項関係



Ⅳ 申請書の添付書類（２/３）

２．海洋施設から廃棄物を排出する場合

-1３-

排出確認申請書に添付する書類は、次のとおりです。

① 排出海域の位置及び範囲並びに積込地から当該排出海域に至る航行経路を示す図面
② 環境大臣の許可を受けたときは、交付を受けた許可証の写し
③ 委託により排出する場合は、委託契約書の写し
④ 廃棄物を移載した船舶から当該廃棄物を排出する場合は、当該海洋施設から排出海域

に至る航行経路を示す図面
⑤ 海防法第10条第２項第５号ロに掲げる水底土砂を排出する場合は、排出方法を示す図面

⑥ 廃棄物の処分に関する業の許可証の写し 廃棄物処理業の許可を受けている場合

（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条に規定する廃棄物処理業の許可を受けている場合）

海防法施行規則

第12条の16第２

項関係

⑦ 船舶の概要を示す図面

⑧ 廃棄物排出のための設備・構造に関する図面
廃棄物排出船以外の船舶の場合

⑨ 排出方法を遵守するための具体的な対策（調査・検査方法等）を明記した書類
※例えば、「１回の投入量を最大○○㎥以下とし、かつ１日の投入量を最大○○○㎥以下とすること」というように

排出量などに制限がかけられている場合、同制限を遵守するための具体的な対策を示す書類を提出してください。

⑩ その他 「３．その他の添付書類」（14ページ）をご覧ください。

海防法施行規則

第12条の16第３

項関係



Ⅳ 申請書の添付書類（３/３）

３．その他の添付書類

-1４-

■ 船舶所有者間の連絡系統を明記した書類

廃棄物の排出に複数の船舶を使用する場合であって、船舶所有者が複数存在するときは、連絡責任者（主に申請者）と各船

舶所有者との間の連絡系統を明記した書類を提出してください。

（海防法施行規則第12条の３の８第３項及び第12条の16第３項関係）

■ 廃棄物の発生工程表

海防法第10条第２項第６号に掲げる廃棄物を船舶から排出する場合等、必要に応じて提出を求める場合があります。

■ 船舶検査証書等の写し

船舶の概要を確認するため、必要に応じて提出を求める場合があります。

■ その他確認の実施のため参考となる資料

上記に掲げる書類のほか、確認のために必要な書類等（分析表等）の提出を求める場合があります。

４．添付書類の省略 （海防法施行規則第12条の３の８第４項及び第12条の16第４項関係）

包括確認申請を一つの許可に基づき継続して行う場合であって、海上保安部等の長がその都度の添付が必要ないと認めるも

のについては、省略することができます。

例えば、許可の有効期間が１年間で、水底土砂の確認申請を３か月ずつ４回行う場合に、各申請時に添付する書類の内容に変

更がないときは、２回目以降の申請時に添付する書類を省略することができます。詳細については、提出先の海上保安部等にお

問合わせください。



Ⅴ 審査の概要（１/２）

審査基準

-1５-

申請書に記載された排出に関する計画が廃棄物海洋投入処分許可証（廃棄物海洋投入処分変更許可証）の内容又は法第10条第２項第６

号の環境大臣が定める基準に適合していること。

（特に留意する事項）

① 排出計画を実施しようとする場合に、航海計画が適切に実行可能なものであること。

② 法第11条の登録を受けた船舶以外の船舶を使用する場合は、確認申請書に記載された「排出方法」により排出が実施可能であること。

具体的には、次の（１）～（３）により審査を行います。

（１）書類による審査

① 許可証の確認
申請時に添付された許可証の写しと、環境省から別途海上保安

庁に通知された許可証を照合します。

② 許可番号等の確認
許可番号、許可の年月日、廃棄物の種類を確認します。

③ 排出計画の確認
排出確認申請書に記載された排出に関する計画（排出計画）が許

可証に記載された実施計画に適合していることを確認します。

④ 航海計画の確認
排出予定回数や排出海域までの航海距離を勘案し、航海に関す

る計画が実施可能であることを確認します。

排出計画 実施計画

排出しょうとする日 許可の有効期間

排出量 海洋投入処分をしようとする廃棄物の数量

排出海域 廃棄物の排出海域

排出方法 廃棄物の排出方法

（例１）１回の積載量が過大とならない排出計画であること。

（例２）排出予定期間内に終了が可能な排出計画であること。
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（２）排出設備等の確認

■ 使用船舶の概要：船舶番号、船名、総トン数、航行区域

■ 廃棄物排出のための設備・構造

（例）バケット、クレーン、底開き式、排出用ポンプ

■ その他

確認済証交付後、必要に応じて、廃棄物の積込時に海上保安官が廃棄物等を確認します。

確認事項

（３）廃棄物等の確認（排出確認済証交付後）

■ 積載量

■ 廃棄物の特徴

■ 不純物混入の有無

■ その他

確認事項 ・有機性の汚泥
・赤泥
・建設汚泥
・廃酸
・廃アルカリ
・動植物性残さ

・家畜ふん尿
・水底土砂
・緊急に処分する必要があると認めて

環境大臣が指定する廃棄物

廃棄物の排出に使用する船舶が、廃棄物排出船以外の船舶の場合、廃棄物海洋投入処分の許可等に関する省

令（平成17年環境省令第28号）別表に掲げる排出方法で「実際に排出することが可能」であることについて、必

要に応じ海上保安官が現場に赴き、排出設備等の確認を実施します。
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１．排出確認済証の交付
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■ 排出確認の結果が適正の場合は、申請者に対し、排出確認済証を交付します。

■ 排出確認の結果が適正でない場合は、申請者に対し、その理由を付した通知書（排出確認結果不適合

通知書）を交付します。

３．排出確認済証の返納
（海防法施行規則第12条の３の10第３項及び第12条の16の２第２項の規定に

より準用する第12条の３の10第３項関係）

２．排出確認済証の再交付申請
（海防法施行規則第12条の３の10第１項及び第12条の16の２第２項の規定により

準用する第12条の３の10第１項関係）

■ 排出確認済証を滅失し、紛失し、又は毀損した場合、当該排出確認済証の交付を受けた海上保安部等に

確認済証交付申請書を提出してください。

■ 申請理由等について審査をし、申請が正当であると認めたときに排出確認済証を再交付します。

■ 審査の結果、申請が正当でないと認めたときは、排出確認済証再交付却下通知書を交付します。

■ 排出確認済証の紛失により再交付を受けた場合であって、紛失した排出確認済証を発⾒したときは、

遅滞なく再交付を受けた海上保安部等に返納してください。

■ その他、別途、海上保安部等から返納の指導があった場合は、速やかに提出してください。
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Ⅶ 排出実績報告書の提出について（1/2）

１．排出実績報告書の提出
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■ 包括確認を受けた場合は、最初の排出日から１か月を過ぎる毎に排出実績報告書を速やかに提出してください。

■ １か月未満の場合は当該排出の終了後速やかに提出してください。

（例えば、排出確認済証の有効期間が２か月と10日の場合、この10日分の報告がこれに当たる。）

■ この報告書は、排出される廃棄物の累計が許可の範囲内であることを確認するために使用されます。

※ 複数の船舶を使用した場合で報告書の欄に書ききれないときは、別紙のとおりと記入し、別紙を添付してください。



Ⅶ 排出実績報告書の提出について（２/2）

２．許可証の排出方法に条件が付されている場合
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■ 許可証の排出方法に条件が付されている場合は、記載例を参考にして排出実績報告書に次のものを添付してください。

・１か月間（１か月未満の場合は当該期間）の排出日毎における船舶１隻当たりの排出量と回数を記載したもの。

【記載例】 船舶４隻により１か月に５日間排出した場合の例示

4月5日 4月７日 4月１２日 4月２３日 4月３０日 合 計

A丸 1，500㎥／１回 1，500㎥／１回 1，500㎥／１回 1，500㎥／１回 1，500㎥／１回 ７，500㎥／５回

B丸 1，000㎥／１回 1，000㎥／１回 1，000㎥／１回 1，000㎥／１回 1，000㎥／１回 ５，000㎥／５回

第三C丸 800㎥／１回 １，６00㎥／2回 800㎥／１回 800㎥／１回 800㎥／１回 ４，800㎥／5回

第五D丸 600㎥／１回 600㎥／１回 １，２00㎥／2回 600㎥／１回 600㎥／１回 ３，６00㎥／5回

日 計 ３，９00㎥／4回 ４，７00㎥／5回 ４，５00㎥／5回 ３，９00㎥／４回 ３，９00㎥／４回 20，９00㎥／２２回

３．提出方法

■ 申請書に準じた方法

Ⅱ 申請手続きについて(4ページ)の、提出方法に準じて提出してください。

■ ＦＡＸで提出する方法（排出実績報告書のみ可

・排出実績報告書の提出先となる海上保安部等へ送信元が確認できるよう送信票などを付けて送信してください。

・受信及び受理の確認は、送信者が行ってください。

・海上保安部等によってはFAXを廃止したところもありますので、提出先に確認してください。


